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Ⅰ 活動の概況 

平成３０年度における本会の活動の概況は次のとおりである。 

 

１．全国知事会議等の開催 

(1) ４月１７日（火）に都道府県会館において、全国知事会議を開催した。 

会議では、山田前会長の退任（H30.4.15）に伴う会長選挙を実施し、候補者 1 名

により上田埼玉県知事が新会長に選ばれた。 

また、会議では、①東日本大震災からの復興支援について、②熊本地震及び九州

北部豪雨に係る職員派遣について、③被災者生活再建支援基金について、④災害救

助法の見直しについて、⑤文化資源を活用した観光振興についての提言（中間とり

まとめ案）について、⑥日米知事交流について、⑦日中知事省長フォーラムについ

て報告を行った。 

会議終了後、上田新会長（埼玉県知事）が記者会見を行った。 

 (2) ７月２６日（木）、２７日（金）の２日間にわたり、北海道札幌市において、全

国知事会議を開催した。 

会議では、上田全国知事会会長（埼玉県知事）（以降、上田会長）及び地元開催

県の高橋北海道知事による挨拶のあと、役員について、副会長に井戸兵庫県知事及

び蒲島熊本県知事、理事に西川福井県知事、広瀬大分県知事及び中村愛媛県知事、

監事に飯泉徳島県知事がそれぞれ選任された。 

役員改選以外では、国難レベルの巨大災害に備えるため、本会が防災対策で「先

頭に立って行動する必要がある」との決意を盛り込んだ「北海道宣言」を採択した。 

また、「地方税財源の確保・充実等に関する提言」では、大都市に集中する地方

法人課税の偏在是正を求める一方、「各地域の活力の維持、向上にも配慮」などの

文言を加えた。 

さらに「健康立国宣言」を取りまとめ、取組を着実かつ早期に実行していくため、

アクションプランを策定した。 

この他、次の２３件の提言を取りまとめた。 

①東日本大震災からの復興を早期に成し遂げるための提言 

②国難レベルの巨大災害に負けない国づくりを目指す緊急提言 

③巨大地震に備えた医療救護体制の抜本強化に関する緊急提言 

④被災者生活再建支援制度について 

⑤災害救助法制の見直しについて 

⑥広域災害時の全国知事会の対応に係る課題提起について 

⑦平成３０年７月豪雨を踏まえた抜本的な治水対策等の推進緊急提言 

⑧原子力発電所の安全対策及び防災対策に対する提言 

⑨地方創生第２ラウンドへの提言 

⑩地方創生回廊の早期実現及び地域公共交通網の充実特別決議 

⑪地域経済の好循環の拡大に向けた提言 
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⑫中小企業の事業承継支援に係る緊急宣言 

⑬成年年齢引下げに対応する若年者への消費者教育の推進に向けた緊急提言 

⑭女性の活躍～ウーマノミクス～加速で地方創生・日本再生～男女の格差をなく

し、仕事と家事・育児・介護を共に担う幸せな社会を～ 

⑮次世代を担う「人づくり」に向けた少子化対策と子どもの貧困対策の抜本強化 

⑯持続可能な社会保障制度の構築に向けた特別決議 

⑰認知症施策の抜本強化に向けた提言 

⑱介護人材確保対策の抜本強化に向けた提言 

⑲スポーツ・文化・観光振興施策についての提言 

⑳参議院選挙における合区の解消に関する決議 

㉑地方分権改革の推進について 

㉒米軍基地負担に関する提言 

㉓平成３１年度国の施策並びに予算に関する提案・要望 

７月２７日には、森東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会会長

と２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックについて各知事と意見交換が行

われた。 

また、上田新会長体制の下、各委員会の委員長、ＰＴ座長の選任及び研究会等の

廃止や新規創設などについて説明し、持続可能な社会保障制度の構築に向けた会議、

地方発の行政改革ＰＴ、新たな外国人材の受入れＰＴ及び国産木材活用ＰＴの設置

が決定した。 

報告事項では、①大阪府北部を震源とする地震を踏まえた緊急要望、②平成３０

年７月豪雨を踏まえた緊急要望、③少子化対策の抜本強化に向けた緊急提言、④子

どもの貧困対策の抜本強化に向けた緊急提言、⑤児童虐待防止対策のさらなる強化

に関する緊急提言、⑥文化資源を活用した観光振興についての提言、⑦公職選挙法

改正に関する自由民主党案について、⑧改正公職選挙法の成立について、⑨地方税

共同機構設立委員会について、⑩日米知事交流について、⑪特別委員会の設置につ

いて、⑫平成２９年度全国知事会決算についての計１２点が報告された。 

最後に全国知事会議の開催地として２０１９年７月の開催地が富山県に決定し、

２０２０年夏の開催地として滋賀県が紹介された。 

会議終了後に、上田会長、開催県の高橋北海道知事、地方税財政常任委員長の石

井富山県知事、総合戦略・政権評価特別委員長の飯泉徳島県知事、社会保障常任委

員長の尾﨑高知県知事が記者会見を行った。 

 (3) １１月９日（金）に都道府県会館において、全国知事会議を開催した。 

まず、「『健康立国』の実現に向けた提言（中間とりまとめ案）について」では、

社会保障常任委員長の尾﨑高知県知事が説明し、協議を行った。 

次に「平成３１年度予算編成等に向けて」では、地方税財政常任委員長の石井富

山県知事が、平成３１年度税財政等に関する提案について説明し、協議を行った。

なお、小池東京都知事からの大都市に集中する地方法人課税の偏在是正に対する反
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対意見を踏まえ、意見が注記された。 

次に、｢被災者生活再建支援制度について｣、｢被災者生活再建支援基金への追加拠

出について｣及び｢全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定の見直し

について｣では、危機管理・防災特別委員長の鈴木三重県知事が説明し、協議を行っ

た。 

次に、｢国土強靱化の加速と地方創生回廊の早期実現について｣では、上田会長が

説明し、協議を行った。 

続いて、次の１０件について報告が行われた。 

①政党代表選挙に対する全国知事会の対応結果 

②地方発の行政改革ＰＴの活動報告 

③東日本大震災の復興支援について 

④平成３０年７月豪雨に係る中長期派遣について 

⑤｢高等教育段階における教育費負担軽減制度の実施に向けた緊急提言｣について 

⑥「国産木材活用の更なる拡大に向けた緊急提言」について 

⑦「外国人材の受入れ・共生に向けた提言」について 

⑧日米知事フォーラム２０１８について 

⑨２０１９年日韓知事会議の開催予定について 

⑩２０１９年日ロ知事会議の開催予定について 

なお、その後に開催された政府主催全国都道府県知事会議終了後、上田会長が記

者会見を行った。 

 
２．委員会等の開催 
  常任委員会 

① 総務常任委員会 

７月１７日、委員会（書面）を開催し、「平成３１年度国の施策並びに予算に関す

る提案・要望（案）」を取りまとめた。 
② 地方税財政常任委員会 

  ４月４日、第５回新しい地方税源と地方税制を考える研究会を開催し、新しい

地方税源と地方税制を考える研究会報告書（案）、今後の検討課題（地方法人課

税等）について審議を行った。 

４月２６日、自由民主党財政再建に関する特命委員会に出席し、地方税財源の

確保・充実について意見を述べた。 

５月１０日、経済財政諮問会議 国と地方のシステムワーキング・グループに

出席し、地方税財源の確保・充実について意見を述べた。 

６月１５日、｢経済財政運営と改革の基本方針２０１８｣及び｢まち・ひと・しご

と創生基本方針２０１８｣が閣議決定されたことを受け、声明を発表した。 

７月４日、第６回新しい地方税源と地方税制を考える研究会を開催し、地方法

人課税について審議を行った。また、報告書「都道府県税制における基幹税のあ
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り方及び新たな税源等について」を公表した。 

７月４日、委員会を開催し、「地方税財源の確保・充実等に関する提言（案）」

を取りまとめた。 

７月２５日、林自由民主党幹事長代理及び金田幹事長代理に対し、「地方税財

源の確保・充実等に関する提言」について要請活動を実施した。 

９月５日、宮沢自由民主党税制調査会長に対し、「地方税財源の確保・充実等

に関する提言」について要請活動を実施した。 

９月２７日、野田自由民主党税制調査会最高顧問に対し、「地方税財源の確保・

充実等に関する提言」について要請活動を実施した。 

１０月１１日、石田総務大臣及び塩崎自由民主党税制調査会副会長に対し、「地

方税財源の確保・充実等に関する提言」について要請活動を実施した。 

  １０月１６日、委員会を開催し、「平成３１年度税財政等に関する提案（案）」

を取りまとめた。 

１０月３０日、第７回新しい地方税源と地方税制を考える研究会を開催し、地

方法人課税について審議を行い、「地方法人課税における新たな偏在是正措置に

ついて」を取りまとめた。 

１１月９日、自由民主党予算・税制等に関する政策懇談会に出席し、平成３１年度

予算・税制等について意見を述べた。 
１１月１４日、公明党総務部会に出席し、平成３１年度予算・税制等について意見

を述べた。 
１２月１４日、自由民主党・公明党が「平成３１年度税制改正大綱」を決定したこ

とを受け、声明を発表した。 
③ 社会保障常任委員会 

  ７月１３日、委員会を開催し、「健康立国宣言（案）及び「健康立国」実現に

向けたアクションプラン（案）」及び「平成３１年度国の施策並びに予算に関す

る提案・要望（案）」を取りまとめた。 
※以降の健康立国の実現に向けた取組に関しては、「６．健康立国の実現に向け

た取組」にて記載  
１１月２９日、教育の無償化に関する社会保障常任委員会・文教環境常任委員

会・次世代育成支援対策プロジェクトチーム合同会議を開催し、幼児教育・高等

教育の無償化について意見交換を行った。 
④ 文教環境常任委員会 

７月５日、委員会を開催し、「平成３１年度国の施策並びに予算に関する提案・

要望（案）」を取りまとめた。 
８月８日、義本文部科学省高等教育局長に対し、「平成３１年度国の施策並び

に予算に関する提案・要望」（文教関係）について要請活動を実施した。 
１１月１日、委員会（書面）を開催し、「高等教育段階における教育費負担軽

減制度の実施に向けた緊急提言（案）」を取りまとめた。 
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１１月１２日、義本文部科学省高等教育局長に対し、「高等教育段階における

教育費負担軽減制度の実施に向けた緊急提言」について要望活動を実施した。 
１１月２９日、教育の無償化に関する社会保障常任委員会・文教環境常任委員

会・次世代育成支援対策プロジェクトチーム合同会議を開催し、幼児教育、高等

教育の無償化について意見交換を行った。 
⑤ 農林商工常任委員会 

７月１１日、委員会（書面）を開催し、「平成３１年度国の施策並びに予算に

関する提案・要望（案）」（農林水産・商工労働・消費生活関係）、「地域経済

の好循環の拡大に向けた提言（案）」、「中小企業の事業承継支援に係る緊急宣

言（案）」及び「成年年齢引下げに対応する若年者への消費者教育の推進に向け

た緊急提言（案）」を取りまとめた。 

８月１０日、平木経済産業大臣政務官及び安藤中小企業庁長官に対し、「中小

企業の事業承継支援に係る緊急宣言」、「地域経済の好循環の拡大に向けた提言」

及び「平成３１年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（商工関係）」につ

いて要請活動を実施した。 

８月２１日、齋藤農林水産大臣に対し、「地域経済の好循環の拡大に向けた提

言」及び「平成３１年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（農林水産関係）」

について要請活動を実施した。また、内閣府及び厚生労働省に対し、「地域経済

の好循環の拡大に向けた提言」及び「平成３１年度国の施策並びに予算に関する

提案・要望（商工労働・消費生活関係）」を提出した。 

８月３１日、内閣府、総務省、外務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省

及び国土交通省に対し、「地域経済の好循環の拡大に向けた提言」、「中小企業

の事業承継支援に係る緊急宣言」、「成年年齢引下げに対応する若年者への消費

者教育の推進に向けた緊急提言」及び「平成３１年度国の施策並びに予算に関す

る提案・要望」（農林水産・商工労働・消費生活関係）を提出した。 

９月１日、福井内閣府特命担当大臣に対し、「成年年齢引下げに対応する若年

者への消費者教育の推進に向けた緊急提言」について要請活動を実施した。 

１０月１８日、宮腰内閣府特命担当大臣に対し、「成年年齢引下げに対応する

若年者への消費者教育の推進に向けた緊急提言」について要請活動を実施した。 

３月１２日、「中小企業の事業承継支援に係る各都道府県の取組事例」を取り

まとめた。 

⑥ 国土交通常任委員会 

７月３日、委員会（書面）を開催し、「平成３１年度国の施策並びに予算に関

する提案・要望（案）」（国土交通関係）及び｢地方創生回廊の早期実現及び地域

公共交通網の充実 特別決議（案）｣を取りまとめた。 
また、７月１９日、「平成３０年７月豪雨を踏まえた抜本的な治水対策等の推

進 緊急提言（案）」を取りまとめた。 

８月７日、小此木国土強靱化担当・内閣府特命担当大臣（防災）、菊地国土交
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通省技監、塚原国土交通省水管理・国土保全局長、太田財務省主計局長、二階自

由民主党幹事長 及び 林自由民主党幹事長代理に対し、｢平成３０年７月豪雨を踏

まえた抜本的な治水対策等の推進 緊急提言｣、｢地方創生回廊の早期実現及び地域

公共交通網の充実 特別決議｣及び｢平成３１年度国の施策並びに予算に関する提

案・要望｣（国土交通関係）について要請活動を実施した。 
１０月１９日、委員会（書面）を開催し、｢国土強靱化の加速と地方創生回廊の

早期実現について（案）｣を取りまとめた。 
１１月１３日～１４日、石井国土交通大臣、山本国土強靱化担当・内閣府特命

担当大臣（防災）、森国土交通事務次官、菊地国土交通省技監、太田財務省主計

局長、萩生田自由民主党幹事長代行に対し、｢国土強靱化の加速と地方創生回廊の

早期実現について｣について要請活動を実施した。 
 

特別委員会 

① 総合戦略・政権評価特別委員会 

５月３０日、特別委員会を開催し、地方自治の充実による目指すべき地方（国

家）像等について協議を行った。 
５月３０日、自由民主党、公明党、立憲民主党及び国民民主党に対し、地方六

団体として、「合区の早期解消促進大会－大会アピール－」について要請活動を

実施した。 
６月４日、「公職選挙法改正に関する自由民主党案」を自由民主党が提起した

ことを受け、声明を発表した。 
７月２日、特別委員会を開催し、地方自治の充実による目指すべき地方（国家）

像等について協議を行った。 
７月１８日、改正公職選挙法が成立したことを受け、声明を発表した。 
８月１６日、特別委員会を開催し、政党代表選挙に向けた対応について協議を

行った。 
８月２２日、国民民主党に対し、「国民民主党代表選挙立候補者に対する提言」

について要請活動を実施した。 
９月７日、自由民主党の甘利衆議院議員（安倍衆議院議員の代理）及び石破衆

議院議員に対し、「自由民主党総裁選挙立候補者に対する提言」について要請活

動を実施した。 
９月１８日、「自由民主党総裁選挙立候補者に対する提言」への各候補者から

の回答結果を公表した。 
１０月２２日、柳本参議院憲法調査会会長及び下村自由民主党憲法改正推進本

部長に対し、「参議院選挙における合区の解消に関する決議」について要請活動

を実施するとともに、「地方自治の充実による目指すべき地方（国家）像」につ

いて説明し、意見交換を行った。 
１１月２日、伊達参議院議長、大島衆議院議長及び森衆議院憲法審査会会長に



7 

対し、「参議院選挙における合区の解消に関する決議」について要請活動を実施

するとともに、「地方自治の充実による目指すべき地方（国家）像」について説

明し、意見交換を行った。 

② 危機管理・防災特別委員会 

７月１７日、特別委員会を開催し、｢平成３１年度国の施策並びに予算に関す

る提案・要望｣（災害対策・国民保護関係）及び｢国難レベルの巨大災害に負けな

い国づくりをめざす緊急提言｣並びに｢巨大地震に備えた医療救護体制の抜本強化

に関する緊急提言｣を取りまとめた。また、「被災者生活再建支援制度」につい

て協議を行った。 

８月３日、小此木内閣府特命担当大臣（防災）及び小倉総務大臣政務官に対し

「平成３１年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（災害対策・国民保護関

係）及び「国難レベルの巨大災害に負けない国づくりをめざす緊急提言」並びに

「巨大地震に備えた医療救護体制の抜本強化に関する緊急提言」について要請活

動を実施した。 

１１月２日、特別委員会を開催し、被災者生活再建支援制度に関する見直し検

討ワーキンググループの報告を踏まえ、｢被災者生活再建支援制度の充実と安定

を図るための提言｣を取りまとめた。また、被災者生活再建支援基金への追加拠

出及び｢全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定の見直し｣につい

て協議を行った。 

１１月１９日、山本内閣府特命担当大臣（防災）に対し、「被災者生活再建支

援制度の充実と安定を図るための提言」について要請活動を実施した。 

③ 地方分権推進特別委員会 

６月１９日、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図る

ための関係法律の整備に関する法律（第八次一括法）」の成立について声明

を発表した。  
７月４日、特別委員会を開催し、「地方分権改革の推進について（案）」を取

りまとめた。 
１０月１３日、片山内閣府特命担当大臣に対し、「地方分権改革の推進につい

て」について要請活動を実施した。 
１２月２５日、「平成３０年の地方からの提案等に関する対応方針」の閣

議決定について声明を発表した。  
④ エネルギー政策特別委員会 

７月１１日、委員会（書面）を開催し、「平成３１年度国の施策並びに予算に

関する提案･要望（案）」（エネルギー関係）を取りまとめた。 
８月８日、中井環境省総合環境政策統括官及び松山資源エネルギー庁省エネル

ギー・新エネルギー部長に対し、「平成３１年度国の施策並びに予算に関する提
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案・要望」（エネルギー関係）について要請活動を実施した。 
⑤ 原子力発電対策特別委員会 

  ７月２日、特別委員会を開催し、「原子力発電所の安全対策及び防災対策に対

する提言（案）」を取りまとめた。また、「原子力政策及び最終処分に関する最

近の動向と今後の取り組み」について、資源エネルギー庁から報告があり、質疑

を行った。 
    ８月２７日、山本内閣府政策統括官（原子力防災担当）、保坂資源エネルギー

庁次長及び荻野原子力規制庁次長に対し、「原子力発電所の安全対策及び防災対

策に対する提言」について要請活動を実施した。 
 

プロジェクトチーム 

① 情報化推進プロジェクトチーム 

７月２日、プロジェクトチーム会議を開催し、「平成３１年度国の施策並びに

予算に関する提案・要望（案）」（地域情報化関係）を取りまとめた。また、内

閣官房並びに総務省からの説明の後、意見交換を行った。 
８月８日、北崎総務省自治行政局長及び向井内閣官房内閣審議官兼番号制度推

進室長に対し、「平成３１年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（地域情

報化関係）」について要請活動を実施した。 

② 男女共同参画プロジェクトチーム 

７月１０日、プロジェクトチーム会議（書面）を開催し、「女性活躍～ウーマ

ノミクス～加速で地方創生・日本再生」を取りまとめた。 
８月８日～９日、大沼厚生労働大臣政務官及び田中内閣府副大臣（少子化対策）

に対し、｢女性の活躍～ウーマノミクス～加速で地方創生・日本再生～男女の格差

をなくし、仕事と家事・育児・介護を共に担う幸せな社会を～｣について要請活動

を実施した。 

③ 次世代育成支援対策プロジェクトチーム 

５月１８日及び６月１３日、加藤厚生労働大臣及び松山内閣府特命担当大臣（

少子化対策）に対し、｢少子化対策及び子どもの貧困対策の抜本強化に向けた緊

急提言｣について要請活動を実施した。 
７月４日、加藤厚生労働大臣に対し、｢児童虐待防止対策のさらなる強化に関

する緊急提言｣について要請活動を実施した。 
７月１３日、プロジェクトチーム会議を開催し、｢次世代を担う｢人づく

り｣に向けた少子化対策と子どもの貧困対策の抜本強化（案）｣を取りまとめ

た。  
８月１０日、林文部科学大臣及び幸田内閣府審議官に対し、｢次世代を担う『

人づくり』に向けた少子化対策と子どもの貧困対策の抜本強化｣について要請活

動を実施した。 
８月２４日、厚生労働省に対し、「次世代を担う『人づくり』に向けた少子化
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対策と子どもの貧困対策の抜本強化」を提出した。 
１１月１５日、左藤内閣府副大臣（少子化対策）に対し、「次世代を担う『人

づくり』に向けた少子化対策と子どもの貧困対策の抜本強化」について要請活動

を実施した。 
１１月２２日、厚生労働省に対し、「少子化対策及び子どもの貧困対策の抜本

強化に向けた緊急提言」を提出した。 
１１月２９日、教育の無償化に関する社会保障常任委員会・文教環境常任委員

会・次世代育成支援対策プロジェクトチーム合同会議を開催し、幼児教育・高等

教育の無償化について意見交換を行った。 
④ 高齢者認知症対策・介護人材確保プロジェクトチーム 

   ７月３日、プロジェクトチーム会議を開催し、「認知症施策の抜本強化に

向けた提言（案）」及び「介護人材確保対策の抜本強化に向けた提言（案）」

を取りまとめた。 

８月２０日、田畑厚生労働大臣政務官に対し、「認知症施策の抜本強化に向

けた提言」及び「介護人材確保対策の抜本強化に向けた提言」について要請活

動を実施した。 
⑤ スポーツ・文化・観光プロジェクトチーム 
  ４月２７日、プロジェクトチーム会議（書面）を開催し、「文化資源を活用し

た観光振興についての提言」を取りまとめた。 
  ５月１６日、簗国土交通大臣政務官、新妻文部科学大臣政務官、田村観光庁長

官、山﨑文化庁文化財部長に対し、「文化資源を活用した観光振興についての提

言」について要請活動を実施した。 
７月１０日、プロジェクトチーム会議を開催し、「スポーツ・文化・観光振興

施策についての提言（案）」を取りまとめた。 
８月２１日、森国土交通事務次官、和田観光庁次長、小松文部科学審議官、今里

スポーツ庁次長、藤原文化庁文化部長、諸戸東京オリンピック競技大会・東京パラ

リンピック競技大会推進本部事務局企画・推進統括官及び布村(公財)東京オリンピ

ック・パラリンピック競技大会組織委員会副事務総長に対し、「スポーツ・文化・

観光振興施策についての提言」について要請活動を実施した。 

⑥ 地方発の行政改革プロジェクトチーム 
１０月２４日、プロジェクトチーム会議を開催し、｢行政手続コスト削減に向け

て－行革の新機軸のご紹介－｣について髙橋法政大学法学部教授の講演を受ける

とともに、ＰＴの活動概要（案）及び今後のＰＴ開催スケジュール等について協

議を行った。 
２月６日、プロジェクトチーム会議を開催し、先進政策バンク優秀政策の事例

発表・意見交換を行うとともに、「未来志向の行政改革事例」募集結果について

報告し、今後の進め方（案）について協議を行った。 
⑦ 新たな外国人材の受入れプロジェクトチーム 
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  ８月２８日、プロジェクトチーム会議を開催し、「外国人材の受入れ・共生に

向けた提言（案）」を取りまとめた。 
  ８月２９日、杉田内閣官房副長官及び上川法務大臣に対し、「外国人材の受入

れ・共生に向けた提言」について要請活動を実施した。また、「外国人材の受入

れ・共生に向けた提言」を農林水産省、厚生労働省、文部科学省、経済産業省及

び国土交通省に提出した。 
⑧ 国産木材活用プロジェクトチーム 
  １０月１１日、プロジェクトチーム会議を開催し、ＰＴの活動方針（案）及び

「国産木材活用の更なる拡大に向けた緊急提言（案）」を取りまとめた。また、

国産木材活用に関する取組について、東京都及び高知県から発表を行った。 
  １１月８日、石井国土交通大臣及び 川農林水産大臣に対し、「国産木材活用

の更なる拡大に向けた緊急提言」について要請活動を実施した。 
 
地方創生対策本部 

５月１７日、地方創生担当大臣と地方六団体の意見交換会に出席し、梶山地

方創生担当大臣と意見交換を行った。 

７月５日、本部会合を開催し、「地方創生の第２ラウンドへの提言（案）」に

ついて協議を行った。 

７月１７日、本部会合を開催し、「地方創生の第２ラウンドへの提言（案）」

を取りまとめた。 

９月１０日、梶山地方創生担当大臣に対し、「地方創生第２ラウンドへの提

言」について要請活動を実施した。 

９月２６日、河村自由民主党地方創生実行統合本部長に対し、「地方創生第２

ラウンドへの提言」について要請活動を実施した。 

１１月２８日、地方創生担当大臣と地方六団体の意見交換会に出席し、片山

地方創生担当大臣と意見交換を行った。 

   

持続可能な社会保障制度の構築に向けた会議 

   ※「６．健康立国の実現に向けた取組」にて記載 

 

なお、本会の委員長、ＰＴリーダー、座長、本部長は次のとおり。 

  総 務 常 任 委 員 会                   古 田   肇   岐阜県知事 

地 方 税 財 政 常 任 委 員 会                     石 井 隆 一      富山県知事 

  社 会 保 障 常 任 委 員 会                   尾 﨑 正 直   高知県知事 

  文 教 環 境 常 任 委 員 会                   佐 竹 敬 久   秋田県知事 

  農 林 商 工 常 任 委 員 会                   高 橋 はるみ   北海道知事 

  国 土 交 通 常 任 委 員 会                   広 瀬 勝 貞   大分県知事 

  総合戦 略 ・ 政 権 評 価 特 別 委員 会                   飯 泉 嘉 門   徳島県知事     

   危 機 管 理 ・ 防 災 特 別 委 員 会                   鈴 木 英 敬   三重県知事 
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  地 方 分 権 推 進 特 別 委 員 会                   平 井 伸 治   鳥取県知事 

  エ ネ ル ギ ー 政 策 特 別 委 員 会                   浜 田 恵 造   香川県知事 

  原 子 力 発 電 対 策 特 別 委 員 会                   西 川 一 誠   福井県知事 

    情報化 推 進 プ ロ ジ ェ ク ト チー ム                   飯 泉 嘉 門      徳島県知事 

  男女共同参画プロジェクトチーム                   吉 村 美栄子   山形県知事 

  次世代育成支援対策プロジェクトチーム                   村 岡 嗣 政      山口県知事 

  高齢者認知症対策・介護人材確保プロジェクトチーム  大 澤 正 明   群馬県知事 

  スポーツ・文化・観光プロジェクトチーム  河 野 俊 嗣   宮崎県知事 

  地方発の行政改革プロジェクトチーム  中 村 時 広   愛媛県知事 

  新たな外国人材の受入れプロジェクトチーム   大 村 秀 章   愛知県知事 

  国産木材活用プロジェクトチーム  小 池 百合子   東京都知事 

東 日 本 大 震 災 復 興 協 力 本 部                   川 勝 平 太   静岡県知事 

  地 方 創 生 対 策 本 部  古 田   肇   岐阜県知事 

全国知事会 2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会推進本部    上 田 清 司    埼玉県知事 

  持続可能な社会保障制度の構築に向けた会議  上 田 清 司   埼玉県知事 

（平成３１年３月３１日現在） 

 

３．研究会の開催 

(1) 全国知事会・地域医療研究会 

国において医療法及び医師法の一部を改正する法律案が国会に提出され、また平

成３０年４月からは新たな専門医制度がスタートし、医師偏在を助長しないため、

都道府県の役割がますます求められていた。そのような情勢の中、全国知事会では、

国の施策の方向性を確認し、国と都道府県担当部局が集って、意見交換を行う場と

して平成２９年度に引き続き、平成３０年度も研究会を定期的に開催することとし、

平成３０年５月２８日に第９回全国知事会・地域医療研究会を開催した。 

議論の主なテーマは、次の通りである。 

地域医療構想及び専門医制度に関すること 

各都道府県の医師の確保に関すること 

また、研究会の構成は、次の通りである。 

構成員 各都道府県担当者 

    議事進行 奈良県 

事務局 全国知事会 

    関係者 厚生労働省及び有識者を含む関係者 

 

(2) 全国知事会 米軍基地負担に関する研究会 

６月６日、第６回研究会を開催し、沖縄県から他国の地位協定調査結果につ

いて説明を受けた。 

８月１４日、堀井外務大臣政務官及び山本防衛副大臣に対し、｢米軍基地負担

に関する提言｣について要請活動を実施した。また、在日米国大使館ヤング首席

公使に対し、提言内容を説明し意見交換を行った。 
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なお、研究会の委員は、次のとおりである。 

座 長  上 田 清 司   埼玉県知事  

高 橋 はるみ   北海道知事  

 達 増 拓 也   岩手県知事  

黒 岩 祐 治   神奈川県知事  

古 田   肇   岐阜県知事  

鈴 木 英 敬   三重県知事  

西 脇 隆 俊   京都府知事  

村 岡 嗣 政   山口県知事  

飯 泉 嘉 門   徳島県知事 

広 瀬 勝 貞   大分県知事  

翁 長 雄 志   沖縄県知事 

 

４．地方分権改革関係 

(1) 国と地方の協議の場（法制化） 

  （本体会議） 
５月２９日、「国と地方の協議の場（平成３０年度第１回）」が行われ、「骨太

の方針」の策定等について協議を行った。 
１０月１５日、「国と地方の協議の場（平成３０年度第２回）」が行われ、地方

創生及び地方分権改革の推進について協議を行った。 
１２月１７日、「国と地方の協議の場（平成３０年度第３回）」が行われ、平成

３１年度予算編成及び地方財政対策について協議を行った。 
(2) 新たな雇用対策の仕組みについて 

７月１０日、「雇用対策における国と地方の連携に関する連絡会」が行われ、雇

用に関する国と地方公共団体との連携状況等について協議を行った。 

７月３１日、「第２回労働政策審議会職業安定分科会地方連携部会」が行われ、

雇用に関する国と地方公共団体との連携状況等について協議を行った。 

平成３１年３月１３日、「雇用対策における国と地方の連携に関する連絡会」が

行われ、求人・求職情報のオンライン提供に関する検討状況等について協議を行っ

た。 

① 放課後児童健全育成事業関係 

平成２９年提案募集に対し全国市長会、全国町村会と連名で提案した「放課後

児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準に係る『従うべき基準』の廃止又

は参酌化」については、「平成２９年の地方からの提案等に関する対応方針」に

おいて「平成３０年度中に結論を得る」こととされ、本年度引き続き地方分権改

革有識者会議及び提案募集検討専門部会において議論が行われた。 

５月１１日、提案募集検討専門部会において地方からのヒアリングが行われ、

全国知事会からは尾﨑高知県知事が出席し、基準を参酌化した場合の具体案など

を説明した。 
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１１月９日、政府主催全国都道府県知事会議において、地方分権推進特別委員

会委員長の平井鳥取県知事から、基準を参酌化するよう改めて提案した。 

１２月２５日、「平成３０年の地方からの提案等に関する対応方針」が閣議決

定され、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準に係る「従うべき

基準」を参酌基準化することとなった。 

平成３１年３月８日、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を

図るための関係法律の整備に関する法律案」（第９次地方分権一括法案）が閣議

決定され、同日法律案として提出された。 

② 地域公共交通関係 

地域の実情に応じた地域公共交通の円滑な導入を可能とする制度構築に向け

て、平成２９年に引き続き提案を行うこととし、平成３０年提案募集に対し全国

市長会、全国町村会と連名で「地域の実情に応じてコミュニティバス等の円滑な

導入を可能とする制度の構築」について提案を行った。４件の支障事例のうち２

件について、地方分権改革有識者会議及び提案募集検討専門部会において議論が

行われ、１２月２５日に閣議決定された「平成３０年の地方からの提案等に関す

る対応方針」において基準の明確化が決定され、その内容について国土交通省か

ら必要な通知が発出された。 

 

５．東日本大震災復興協力本部関係 

全国知事会では、東日本大震災発災直後に「災害対策都道府県連絡本部」を立ち上

げて情報収集等を行ったが、被害状況の甚大さに鑑み、平成２３年３月１２日夕刻、

麻生会長（福岡県知事）（当時）の指示により、会長を本部長とする「緊急広域災害

対策本部」が新たに設置され、人的支援及び物的支援を中心とした広域応援活動が展

開されることとなった。 

その後、救援・救助の進展に伴い復興に向けての動きが始まる中、被災地の本格的

な復旧・復興に向けた支援活動を行うため、山田会長（京都府知事）（当時）の発意

により緊急広域災害対策本部を発展的に解消し、平成２３年５月１２日をもって「東

日本大震災復興協力本部」（以下「復興本部」という）が設置された。 

平成３０年度は主に、①被災地の復興に関する政府等に対する提言の取りまとめ、

②復興支援に関する各都道府県の取組事例の取りまとめ、③人的支援に取り組んだ。 

＜政府等への要請活動＞ 

８月３日、加藤復興庁事務次官に対し、全都道府県が一丸となって被災県を支援し

ていくとの観点から取りまとめた「東日本大震災からの復興を早期に成し遂げるため

の提言」について要請活動を実施した。 

＜被災地への人的支援（中長期職員派遣）＞ 

平成２３年度から引き続き、被災地における復旧・復興事業の推進のため、岩手県、

宮城県及び福島県から中長期の職員派遣が要請され１２月には、平成３１年度におけ

る職員派遣について、各都道府県に要請した。 
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なお、人的支援に係る経緯は、以下のとおりである。 

１２月３日、川勝本部長（静岡県知事）から、各都道府県知事宛に「平成３１年度

における東日本大震災に係る復旧・復興対策のための岩手県、宮城県及び福島県への

職員派遣について」依頼した。 

平成３１年３月２８日、川勝本部長から、各都道府県知事宛に「平成３１年度にお

ける東日本大震災に係る復旧・復興対策のための岩手県、宮城県及び福島県への職員

派遣要請に対する御支援」についてお礼と共に結果報告を行った。なお、平成３１年

度は、行政職、土木職など１６４名の職員派遣が確定している。 

 

６．健康立国の実現に向けた取組 

(1) 全般 

７月２７日、全国知事会議にて「健康立国宣言」を取りまとめ、人々の生活の

質（ＱＯＬ）の向上を図りつつ、社会保障制度の持続可能性を高めるとともに、

社会に活力をもたらす「健康立国」の実現に向けて、地方は「地方の責任」をし

っかりと果たしていくことを「行動する知事会」として宣言した。この宣言に基

づく取組を着実かつ早期に実行していくため、アクションプランを策定し、「持

続可能な社会保障制度の構築に向けた会議」を設置した。(詳細は（2）に記載)

また、各都道府県の先進・優良事例を収集し、類似の取組ごとにカテゴリー化

し、カテゴリーごとに「「健康立国宣言」に基づく先進・優良事例の横展開ＷＴ」

を立ち上げ、取組の横展開と深化を図ることとした。（詳細は（3）に記載） 

８月３日、横倉（公社）日本医師会長、和泉首相補佐官及び田和内閣府政策統括

官（共生社会政策担当）に対し、｢健康立国宣言｣及び｢『健康立国』実現に向けたア

クションプラン｣等について要請活動を実施した。 

８月１４日、加藤厚生労働大臣に対し、｢健康立国宣言｣及び｢『健康立国』実現に

向けたアクションプラン｣及び「平成３１年度国の施策並びに予算に関する提案・要

望」等について要請活動を実施した。 

８月２７日、中西(一社)日本経済団体連合会長に対し、｢健康立国宣言｣及び

｢『健康立国』実現に向けたアクションプラン｣を説明した。 

１０月１５日、根本厚生労働大臣に対し、｢健康立国宣言｣及び｢『健康立国』実現

に向けたアクションプラン｣について要請活動を実施した。 

１１月９日、第１～４回持続可能な社会保障制度の構築に向けた会議での議

論等を踏まえ、｢｢健康立国｣の実現に向けた提言（中間とりまとめ案）について」

を取りまとめ、全国知事会議にて協議した。 

１１月１６日・１９日、宇都宮厚生労働省健康局長、大島厚生労働省老健局長、

岸田自由民主党政務調査会長及び石田公明党政務調査会長に対し、｢健康立国宣言｣

及び｢｢健康立国｣の実現に向けた提言(中間とりまとめ)｣、「｢健康立国｣の実現

に向けた提言(中間とりまとめ)の概要」等について要請活動を実施した。 

(2) 持続可能な社会保障制度の構築に向けた会議 
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８月２２日、第１回会議を開催し、権丈慶應義塾大学商学部教授及び松田産

業医科大学医学部教授を招き、講演及び意見交換を実施した。 

９月５日、第２回会議を開催し、清家慶應義塾学事顧問・日本私立学校振興・

共済事業団理事長及び松田中京大学現代社会学部教授を招き、講演及び意見交

換を実施した。 

１０月５日、第３回会議を開催し、阿部中央大学経済学部教授及び阿部首都

大学東京人文社会学部教授を招き、講演及び意見交換を実施した。 

１０月１１日、第４回会議を開催し、今中京都大学大学院医学研究科医療経

済学分野教授及び増田東京大学公共政策大学院客員教授を招き、講演及び意見

交換を実施した。 

１月１０日、第５回会議を開催し、土居慶應義塾大学経済学部教授及び真野

中央大学大学院戦略経営研究科教授・多摩大学大学院特任教授を招き、講演及

び意見交換を実施した。 

２月６日、第６回会議を開催し、堀田慶應義塾大学大学院健康マネジメント

研究科教授及び渡辺日本健康会議事務局長を招き、講演及び意見交換を実施し

た。 

３月１４日、第７回会議を開催し、権丈慶應義塾大学商学部教授及び増田東

京大学公共政策大学院客員教授を招き、「健康立国」の実現に向けて（とりまと

め案）についての議論及び各ＷＴの取組状況発表を実施した。 

 

会議の構成は、次の通りである。 

構 成 員  ４７都道府県知事 

座   長  全国知事会長 

議 事 進 行  社会保障常任委員長 

事 務 局  全国知事会 

オブザーバー 厚生労働省、内閣府、総務省等 

 (3) 「健康立国宣言」に基づく先進・優良事例の横展開WT 

９月２５日、３ＷＴを立ち上げ、他のＷＴに先立ち、議論・検討を開始した。 

＜３ＷＴ＞ 

重症化予防ＷＴ（ﾘｰﾀﾞｰ:埼玉県） 

医薬品の適正使用の推進ＷＴ（ﾘｰﾀﾞｰ:高知県） 

仕事と子育ての両立支援ＷＴ（ﾘｰﾀﾞｰ:新潟県） 

１１月９日、１８ＷＴを立ち上げ、議論・検討を開始した。 

＜１８ＷＴ＞ 

健康づくりプロジェクト（健康経営を含む）ＷＴ（ﾘｰﾀﾞｰ:神奈川県） 

インセンティブを活用した健康づくりの取組ＷＴ（ﾘｰﾀﾞｰ:静岡県） 

運動習慣・食生活の改善ＷＴ（ﾘｰﾀﾞｰ:新潟県） 

特定健診・がん検診の受診率の向上のための取組ＷＴ（ﾘｰﾀﾞｰ:栃木県） 
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高齢者の社会参加ＷＴ（ﾘｰﾀﾞｰ:長野県） 

効果的な介護予防等の取組ＷＴ（ﾘｰﾀﾞｰ:大分県） 

多様な福祉サービスの提供ＷＴ（ﾘｰﾀﾞｰ:富山県） 

認知症対策ＷＴ（ﾘｰﾀﾞｰ:熊本県） 

地域医療構想実現に向けた取組ＷＴ（ﾘｰﾀﾞｰ:埼玉県） 

地域医療の担い手確保ＷＴ（ﾘｰﾀﾞｰ:徳島県） 

在宅医療・介護連携の推進ＷＴ（ﾘｰﾀﾞｰ:高知県） 

介護人材の確保ＷＴ（ﾘｰﾀﾞｰ:群馬県） 

結婚の希望を叶えるための取組ＷＴ（ﾘｰﾀﾞｰ：山口県） 

妊娠・出産の希望を叶えるための取組ＷＴ（ﾘｰﾀﾞｰ:滋賀県） 

子育てにかかる経済的負担の軽減ＷＴ（ﾘｰﾀﾞｰ:鳥取県） 

女性も活躍できる就労環境の整備促進ＷＴ（ﾘｰﾀﾞｰ:山形県） 

すべての子どもが夢をはぐくむことができる社会づくりＷＴ（ﾘｰﾀﾞｰ:広島

県） 

データ解析の活用事例ＷＴ（ﾘｰﾀﾞｰ:栃木県） 

 

ＷＴの構成は、次の通りである。 

構 成 員  各都道府県担当者 

議 事 進 行  ＷＴﾘｰﾀﾞｰ県 

事 務 局  全国知事会 

オブザーバー 厚生労働省 

 

７．社会保障制度関係 

(1) 社会保障審議会 

２月１日、社会保障審議会（委員：尾﨑高知県知事）が開催され、２０４０年を

展望した社会保障改革等について議論した。 

(2) 社会保障審議会医療保険部会 

４月１９日から１月１７日まで計７回にわたり、社会保障審議会医療保険部会（委

員：福田栃木県知事→H30.6.20～尾﨑高知県知事）が開催され、骨太２０１８、経

済・財政再生計画改革工程表等について議論した。 

(3) 社会保障審議会医療部会 

４月１１日から１月１７日まで計５回にわたり、社会保障審議会医療部会（委

員：荒井奈良県知事→H30.7.27～尾﨑高知県知事）が開催され、２０４０年を見据

えた社会保障の将来見通しについて等について議論した。 

 (4) 社会保障審議会介護給付費分科会 

４月４日から３月６日まで計１１回にわたり、社会保障審議会介護給付費分科会

（委員：福田栃木県知事→H30.6.20～尾﨑高知県知事）が開催され、介護人材の処

遇改善等について議論した。 
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 (5) 社会保障審議会障害者部会 

６月２７日から２月２２日まで計４回にわたり、社会保障審議会障害者部会（委

員：山口佐賀県知事）が開催され、障害福祉施策の動向等について議論した。 

 (6) 社会保障審議会介護保険部会 

７月２６日から３月２０日まで計３回にわたり、社会保障審議会介護保険部会（委

員：黒岩神奈川県知事）が開催され、介護保険制度をめぐる状況等について議論し

た。 

(7) 障害者政策委員会 

１月２５日から２月２２日まで計２回にわたり、障害者政策委員会（委員：高橋

北海道知事）が開催され、障害者基本計画の実施状況の監視等について議論した。 

(8) 医療介護総合確保促進会議 

９月１４日、医療介護総合確保促進会議（構成員：尾﨑高知県知事）が開催さ

れ、地域医療総合確保基金等について議論した。 

(9) 医療従事者の需給に関する検討会 

５月２８日及び３月２２日、医療従事者の需給に関する検討会（構成員：荒

井奈良県知事→H30.10.11～尾﨑高知県知事）が開催され、「医療従事者の需

給に関する検討会 医師需給分科会 第４次中間とりまとめ」等について議論

した。 

(10)薬剤耐性（ＡＭＲ）対策推進国民啓発会議 

１１月２１日、薬剤耐性（ＡＭＲ）対策推進国民啓発会議（構成員：川勝静

岡県知事）が開催され、薬剤耐性（ＡＭＲ）対策普及啓発活動の取組実績及び

今後の取組予定等について議論した。 

(11)子ども・子育て会議 
５月２８日から２月２０日まで計８回にわたり、子ども・子育て会議（委

員：尾﨑高知県知事→H30.9.14～村岡山口県知事）が開催され、子ども・子育

て支援新制度等について議論した。 
(12)第４次少子化社会対策大綱策定のための検討会 

３月４日、第４次少子化社会対策大綱策定のための検討会（委員：村岡山口県

知事）が開催され、少子化の現状及び取組等について議論した。 
(13)保険者による健診・保健指導等に関する検討会  

１０月２２日から３月２８日まで計３回にわたり、保険者による健診・保健

指導等に関する検討会（構成員：尾﨑高知県知事）が開催され、特定健康・特定

保健指導等について議論した。 

(14)厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会 

９月２０日、厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会（委員：尾﨑高知県知事）

が開催され、健康日本２１（第二次）の中間評価（案）等について議論した。 

(15)医道審議会医師分科会専門研修部会 

９月２８日から３月２２日まで計５回にわたり、医道審議会医師分科会専門
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研修部会（委員：阿部長野県知事、三日月滋賀県知事）が開催され、専門医制度

等について議論した。 

(16)働き方の多様化を踏まえた社会保険の対応に関する懇談会 

１２月１８日から３月２６日まで計４回にわたり、働き方の多様化を踏まえ

た社会保険の対応に関する懇談会（構成員：大澤群馬県知事）が開催され、働き

方の多様化に伴う被用者保険制度の課題について議論した。 

(17)その他 

１１月２０日、自治体病院全国大会２０１８「地域医療再生フォーラム」が開催

され、全国知事会ほか９団体連名の要望書を提出した。 

 

８．教育関係 

(1) 教育の無償化に関する国と地方の協議  

１１月２１日及び１２月３日に教育の無償化に関する国と地方三団体の協議が開

催され、幼児教育、高等教育の無償化の国と地方の負担割合等について協議した。 

(2) 幼児教育の無償化に関する協議の場 幹事会 

１２月２５日及び２月１４日、幼児教育の無償化に関する協議の場 幹事会

（構成員：村岡山口県知事）が開催され、幼児教育の無償化等について議論した。 
 

９．災害対策・国民保護関係 

(1) 災害対応 

６月の大阪府北部を震源とする地震について、情報収集・情報提供を行った。 

７月の西日本を中心とする豪雨について、情報収集・情報提供を行うとともに、

復旧・復興対策のための職員派遣について全国に依頼し、取りまとめを行った。 

７月９日、あかま内閣府副大臣に対し、「大阪府北部を震源とする地震を踏まえ

た緊急要望」について要請活動を行った。 

７月１８日、菅内閣官房長官及び小此木内閣府特命担当大臣（防災）に対し、「平

成３０年７月豪雨を踏まえた緊急要望」について要請活動を行った。 

７月２５日、自由民主党に対し、「平成３０年７月豪雨を踏まえた緊急要望」に

ついて要請活動を行った。 

８月３１日、平成３０年７月豪雨に係る各都道府県からの中長期職員派遣状況に

ついて公表した。 

９月の北海道胆振東部地震について、情報収集・情報提供を行うとともに、復旧・

復興対策のための職員派遣について全国に依頼し、取りまとめを行った。 

１２月３日、北海道胆振東部地震に係る各都道府県からの中長期職員派遣状況に

ついて公表した。 

１月の熊本県熊本地方を震源とする地震について、情報収集・情報提供を行った。 

２月の北海道胆振地方中東部を震源とする地震について、情報収集・情報提供を

行った。 
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３月２８日、平成２８年度熊本地震、平成３０年７月豪雨及び平成３０年北海道

胆振東部地震に係る各都道府県からの平成３１年度中長期職員派遣状況について公

表した。 

(2) 災害救助に関する実務検討会 

５月１１日、災害救助法の一部を改正する法律案が閣議決定されたことを受け、

「災害救助法の一部を改正する法律案の閣議決定に対する声明」を全国知事会名で

発表した。 

６月８日、災害救助法の一部を改正する法律が成立したことを受け、「災害救助

法の一部を改正する法律の成立に関する声明」を全国知事会名で発表した。 

改正災害救助法に係る救助実施市の指定基準について検討する、「救助実施市指

定基準検討会議」に参加した。 

(3) 被災市区町村応援職員確保システム関係 

総務省公務員課主催の「応援職員派遣に係る関係団体との検討会」に参加した。 

３月２８日、総務省公務員部長名で、「被災市区町村応援職員確保システムに関

する要綱」の改正並びに「被災市区町村応援職員確保システムに関する運用マニュ

アル」について、各都道府県知事宛に通知が発出された。 

 

１０．オリンピック・パラリンピック関係 

５月２２日、第３回全国知事会２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技

大会推進本部聖火リレー準備会議を開催し、（公財）東京オリンピック・パラリンピ

ック競技大会組織委員会を招き、オリンピック聖火リレーのコンセプトと都道府県ご

との実施日数等について説明を受けた。 
６月２８日、第１２回全国知事会２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競

技大会推進本部連絡調整会議を開催し、知事会事務局からスポーツ合宿マッチングサ

イト「Sports Camp Japan」の改修について説明した後、東京都、（公財）東京オリン

ピック・パラリンピック競技大会組織委員会、内閣官房及び各省庁を招き、各主体の

取組について説明を受けた。 
２月２６日、第１３回全国知事会２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競

技大会推進本部連絡調整会議を開催し、東京都、（公財）東京オリンピック・パラリ

ンピック競技大会組織委員会、内閣官房及び各省庁を招き、各主体の取組について説

明を受けた。 
 

１１．領土関係 

○ 平成３１年北方領土返還要求全国大会の開催 

平成３１年２月７日「北方領土の日」に、本会をはじめとする地方六団体は、

内閣府及び北方領土返還要求運動連絡協議会とともに、国立劇場大劇場において、

「平成３１年北方領土返還要求全国大会」を開催した。安倍晋三内閣総理大臣を
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はじめ、元島民の方々などが参加して、北方領土の早期返還の実現と国内世論の

高揚を図るためのアピールを採択した。 

 

１２．広報関係 

(1) ウェブサイトによる情報提供 

本会ウェブサイトに都道府県情報、全国知事会活動情報、会員情報等を掲載し、

都道府県との情報共有及び広く国民の理解を得るため、情報の速やかな更新、内容の

さらなる充実を行った。 
平成３０年７月豪雨（西日本豪雨）、北海道胆振地方中東部を震源とする地震、 

熊本県熊本地方を震源とする地震に対する全国知事会の対応状況について、ホー 
ムページで住民・都道府県・報道機関等へ迅速に情報発信を行った。 

(2) 広報活動強化に向けた取組 
平成３１年１月から広報アドバイザーと契約し、広報活動の強化を図った。 

 

１３．そ の 他 

○ 地方自治先進政策センター 

平成１８年度から、都道府県同士が先進的な取組を提案・共有し、切磋琢磨によ

り創造性豊かな発想に繋げる情報提供の場とする「先進政策バンク」と、都道府県

が当面する各種課題に応じ、外部有識者に専門委員としての参画を求め、本会の機

動的・効果的な活動をバックアップする政策提言機能とシンクタンク的機能を担う

「頭脳センター」で構成する「地方自治先進政策センター｣を設置し、運用してい

る。 

「頭脳センター」については、３７名の専門委員を委嘱し、本会の活動に御協力い

ただくとともに、１１月２８日に開催された「第１１回先進政策創造会議」に出席し

ていただき、先進政策大賞の選定を行った。 
また、「先進政策バンク」については、各都道府県から分野別に約３，８７０件（平

成３０年１２月現在）の先進的政策が登録されている。地方初の行革プロジェクトチ

ームの立ち上げを契機に「住民・事業者視点の行政改革分野」を新たに加えた計１０

分野（行財政改革、防災・危機管理、環境、健康福祉、農林水産、商工・労働、教育・

文化、地域振興・まちづくり、人口減少対策、住民・事業者視点の行政改革）の中か

ら優秀政策を選定するため、各都道府県による自薦及び第一次選定、頭脳センター専

門委員による第二次選定を行った。その結果、３５政策を優秀政策として選定し、「第

１１回先進政策創造会議」において、これらの政策を称え会長から表彰を行った。さ

らに、各分野を代表する優秀政策１１件の中から、最も優れた政策を選定するため、

会議出席者による投票を行い、その結果、岡山県の「全国初！福祉施設車両の遊休

時間帯を活用した住民互助の付添活動の創出により市町村を伴走支援」が「先進

政策大賞」に選ばれた。  
 



21 
 

Ⅱ 付属資料 

１．全国知事会議等の開催状況 

年 月 日 会  議  名       協   議   内   容   等       

平成 30． 

  ４．17 

全 国 知 事 会 議 １．議 題 

○会長選任について 

２．報 告 

○東日本大震災からの復興支援について 

○熊本地震及び九州北部豪雨に係る職員派遣について 

○災害救助法の見直しについて 

○文化資源を活用した観光振興についての提言（中間取

りまとめ案）について 

○日米知事交流について 

○日中知事省長フォーラムについて 

平成 30． 

７．25 

 

理 事 会 １．議 題 

○平成２９年度全国知事会決算 

○特別委員会の継続及び特別委員会委員の選任につい

て 

○平成３１年度国の施策並びに予算に関する提案・要望

について 

２．全国知事会議におけるその他の協議・報告事項 

（役員の選任について） 

○副会長・理事・監事 

（議 題） 

○東日本大震災からの早期復興について 

○国難レベルの巨大災害に負けない国づくりをめざす

緊急提言について 

○巨大地震に備えた医療救護体制の抜本強化に関する

緊急提言について 

○被災者生活再建支援制度について 

○災害救助法制の見直しについて 

○大阪北部を震源とする地震を踏まえた緊急要望につ

いて 

○平成３０年７月豪雨を踏まえた緊急要望について 

○平成３０年７月豪雨を踏まえた抜本的な治水対策等

の推進 緊急提言 

○原子力発電所の安全対策及び防災対策について 

○地方税財源の確保・充実等について 
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○地方創生について 

○地方創生回廊の早期実現及び地域公共交通網の充実

特別決議 

○地域経済の好循環の拡大に向けた提言 

○中小企業の事業承継支援に係る緊急宣言 

○成年年齢引下げに対応する若年者への消費者教育の

推進に向けた緊急提言 

○女性の活躍～ウーマノミクス～加速で地方創生・日本

再生～男女の格差をなくし、仕事と家事・育児・介護

を共に担う幸せな社会を～ 

○次世代を担う｢人づくり｣に向けた少子化対策と子ど

もの貧困対策について 

○健康立国宣言 

 持続可能な社会保障制度の構築に向けた特別決議 

○認知症施策・介護人材確保について 

○全国知事会２０２０年東京オリンピック・パラリンピ

ック競技大会推進本部 

 （公財）東京オリンピック・パラリンピック競技大会

組織委員会 森会長との意見交換 

○スポーツ・文化・観光振興施策について 

○参議院選挙における合区の解消について 

○地方自治の充実による目指すべき地方（国家）像等に

ついて 

○地方分権改革の推進について 

○米軍基地負担に関する研究活動報告及び提言につい

て 

○全国知事会の新しい体制について 

（報 告） 

○地方税共同機構設立委員会について 

○日米知事交流について 

○２０１９年７月の全国知事会議の開催地 

○２０２０年夏の全国知事会議の開催予定地の紹介 

７．26 

      27 

 

全 国 知 事 会 議 

 

１．役員選任 

○副会長・理事・監事の選任 

３．議題 

○東日本大震災からの早期復興について 

○国難レベルの巨大災害に負けない国づくりをめざす
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緊急提言について 

○被災者生活再建支援制度について 

○災害救助法制の見直しについて 

○大阪府北部を震源とする地震を踏まえた緊急要望に

ついて 

○平成３０年７月豪雨を踏まえた緊急要望について 

○平成３０年７月豪雨を踏まえた抜本的な治水対策等

の推進 緊急提言 

○原子力発電所の安全対策及び防災対策について 

○地方税財源の確保・充実等について 

○地方創生について 

○地方創生回廊の早期実現及び地域公共交通網の充実 

特別決議 

○地域経済の好循環の拡大に向けた提言 

○中小企業の事業承継支援に係る緊急宣言 

○成年年齢引下げに対応する若年者への消費者教育の

推進に向けた緊急提言 

○女性の活躍～ウーマノミクス～加速で地方創生・日本

再生～男女の格差をなくし、仕事と家事・育児・介護

を共に担う幸せな社会を～ 

○次世代を担う｢人づくり」に向けた少子化対策と子ど

もの貧困対策について 

○健康立国宣言 

 持続可能な社会保障制度の構築に向けた特別決議 

○認知症施策・介護人材確保について 

○全国知事会２０２０年東京オリンピック・パラリンピ

ック競技大会推進本部 

 （公財）東京オリンピック・パラリンピック競技大会

組織委員会 森会長との意見交換 

○スポーツ・文化・観光振興施策について 

○参議院選挙における合区の解消について 

○地方自治の充実による目指すべき地方（国家）像等に

ついて 

○地方分権改革の推進について 

○米軍基地負担に関する研究活動報告及び提言につい

て 

○全国知事会の新しい体制について 
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４．報告 

○平成３１年度国の施策並び予算に関する提案・要望 

○地方税共同機構設立委員会について 

○日米知事交流について 

○特別委員会について 

○平成２９年度全国知事会決算 

５．その他 

○２０１９年７月の全国知事会議の開催地 

○２０２０年７月の全国知事会議の開催予定地の紹介

（滋賀県） 

９．25 理 事 会 

（書面開催） 
１．議 題 

○谷本石川県知事を地方公務員災害補償基金代表者委

員会委員に選任することについて 

11．９ 全 国 知 事 会 議 

 

１．新知事紹介（玉城沖縄県知事） 

２．議 題 

○｢健康立国｣の実現に向けた提言（中間とりまとめ案）

について 

○平成３１年度予算編成等に向けて 

○被災者生活再建支援制度について 

○被災者生活再建支援基金への追加拠出について 

○全国都道府県における災害時等の広域応援に関する

協定の見直しについて 

○国土強靱化の加速と地方創生回廊の早期実現につい

て 

３．報 告  

○政党代表選挙に対する全国知事会の対応結果 

○地方発の行政改革ＰＴの活動報告 

○東日本大震災の復興支援について 

○平成３０年７月豪雨に係る中長期派遣について 

○「高等教育段階における教育費負担軽減制度の実施に

向けた緊急提言」について 

○「国産木材活用の更なる拡大に向けた緊急提言」につ

いて 

○「外国人材の受入れ・共生に向けた提言」について 

○日米知事フォーラム２０１８について 

○２０１９年日韓知事会議の開催予定について 

○２０１９年日ロ知事会議の開催予定について 
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１．18 理 事 会 

（書面開催） 
1．議題 

○地方税共同機構代表者会議委員の選任について 

１．21 全 国 知 事 会 議 

（書面開催） 
1．議題 

○副会長の選任について 

○理事の選任について 

○監事の選任について 

２．26 理 事 会 

（書面開催） 
１．議 題 

○平成３０年度全国知事会補正予算について 

○２０１９年度全国知事会予算について 

○全国知事会事務局職員の給与に関する規則の一部改

正について 

○全国知事会事務局職員の退職手当に関する規則の一

部改正について 
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２．委員会等の開催状況  

常任委員会 

①  総務常任委員会 

年 月 日 会  議  名        協  議  内  容 

平成 30． 

７．17 

委 員 会 

（書面開催） 

○平成３１年度国の施策並びに予算に関する提案・要望

（案）（地方公会計・地域国際化・基地・領土・拉致

等関係、道州制関係）について 

 

    ② 地方税財政常任委員会 

年 月 日 会  議  名        協  議  内  容 

平成 30． 

４．４ 

第５回 新しい地

方税源と地方税制

を考える研究会 

○新しい地方税源と地方税制を考える研究会報告書

（案）について 

○今後の検討課題（地方法人課税等）について 

７．４ 第６回 新しい地

方税源と地方税制

を考える研究会 

○地方法人課税について 

７．４ 委 員 会 

 

○地方税財源の確保・充実等に関する提言（案）につい

て 

10．16 

 

委 員 会 

 

○平成３１年度税財政等に関する提案（案）について 

 

10．30 第７回 新しい地

方税源と地方税制

を考える研究会 

○地方法人課税について 

 

③ 社会保障常任委員会 
年 月 日 会  議  名        協  議  内  容 

平成 30． 

７．13 

委 員 会 

 

○健康立国宣言（案）及び「健康立国」実現に向けたア

クションプラン（案）について 
○平成３１年度国の施策並びに予算に関する提案・要望

（案）について 

11．29 教育の無償化に関

する社会保障常任

委員会・文教環境

常任委員会・次世

代育成支援対策プ

ロジェクトチーム

合同会議 

○教育の無償化について 
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④ 文教環境常任委員会 

年 月 日 会  議  名        協  議  内  容 

平成 30. 

 ７．５ 

委 員 会 

 

○平成３１年度国の施策並びに予算に関する提案・要望

（案）（文教・環境関係）について 

11．１ 委 員 会 

（書面開催） 

○高等教育段階における教育費負担軽減制度の実施に

向けた緊急提言（案）について 

11．29 教育の無償化に関

する社会保障常任

委員会・文教環境

常任委員会・次世

代育成支援対策Ｐ

Ｔ合同会議 

○教育の無償化について 

 

    ⑤ 農林商工常任委員会 

年 月 日 会  議  名        協  議  内  容 

平成 30． 

７．11 

 

委 員 会 

（書面開催） 

 

○平成３１年度国の施策並びに予算に関する提案・要望

（案）（農林水産・商工労働・消費生活関係）につい

て 

○地域経済の好循環の拡大に向けた提言（案）について 

○中小企業の事業承継支援に係る緊急宣言（案） 

○成年年齢引下げに対応する若年者への消費者教育の

推進に向けた緊急提言（案） 

 

    ⑥ 国土交通常任委員会 

年 月 日 会  議  名        協  議  内  容 

平成 30． 

７．３ 

 

 

委 員 会 

（書面開催） 

 

 

○平成３１年度国の施策並びに予算に関する提案・要

望（案）（国土交通関係）について 

○地方創生回廊の早期実現及び地域公共交通網の充実

特別決議（案）について 

７．19 委 員 会 

（書面開催） 

○平成３０年７月豪雨を踏まえた抜本的な治水対策等

の推進 緊急提言（案）について 

10．19 委 員 会 

（書面開催） 

○国土強靱化の加速と地方創生回廊の早期実現につい

て（案）について 
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特別委員会 

  ① 総合戦略・政権評価特別委員会 

年 月 日 会  議  名        協  議  内  容 

平成 30. 

５．30 

委 員 会 

 

○地方自治の充実による目指すべき地方（国家）像等に

ついて 

７．２ 

 

委 員 会 ○地方自治の充実による目指すべき地方（国家）像等に

ついて 

８．16 委 員 会 ○政党代表選挙に向けた対応について 

 

 

②  危機管理・防災特別委員会                  
年 月 日 会  議  名        協  議  内  容 

平成 30． 

７．17 

 

委 員 会 ○被災者生活再建支援制度について 

○平成３１年度国の施策並びに予算に関する提案・要望

（案）（災害対策・国民保護関係）について 

○国難レベルの巨大災害に負けない国づくりをめざす緊

急提言について 

○巨大地震に備えた医療救護体制の抜本強化に関する緊

急提言について 

 11．２ 

 

委 員 会 ○被災者生活再建支援制度について 

○被災者生活再建支援基金への追加拠出について 

○全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協

定の見直しについて 

  

③ 地方分権推進特別委員会  

年 月 日 会  議  名              協    議    内    容 

平成 30． 

   ７．４ 

委 員 会 

 

○地方分権改革の推進について 

 

④ エネルギー政策特別委員会 

年 月 日 会  議  名              協    議    内    容 

平成 30． 

７．11 

委 員 会 

（書面開催） 

○平成３１年度国の施策並びに予算に関する提案・要望

（案）（エネルギー関係）について 
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⑤ 原子力発電対策特別委員会                                                   

年 月 日 会  議  名              協    議    内    容  

 

 

 

 

平成 30． 

７．２ 

 

委 員 会 

 

 

 

○原子力発電所の安全対策及び防災対策に対する提言 

（案）について 

○高レベル放射性廃棄物の最終処分～科学的特性マッ

プの提示に向けて～（資源エネルギー庁からの報告・

質疑） 

 

プロジェクトチーム 

① 情報化推進プロジェクトチーム  

年 月 日 会  議  名              協    議    内    容 

平成 30． 

７．２ 

 

 

 

プロジェクトチー

ム会議 

 

 

 

○情報連携及びマイポータル等について（内閣官房から

の説明・意見交換） 

○マイナンバーカードの普及・利活用について（総務省

からの説明・意見交換） 

○ICT インフラ地域展開戦略検討会について（総務省か

らの説明・意見交換） 

○平成３１年度国の施策並びに予算に関する提案・要望

（案）（地域情報化関係）について 

                                                                                   

② 男女共同参画プロジェクトチーム 

年 月 日 会  議  名             協    議   内    容    

平成30． 

５．23 

第１回ワーキング

グループ会議 

（書面開催） 

○平成３１年度提言（案）について 

６．19 

 

 

第２回ワーキング

グループ会議 

（書面開催） 

○平成３１年度提言（案）について 

７．10 

 

 

第１回プロジェク

トチーム会議 

（書面開催） 

○提言（案）「「女性活躍～ウーマノミクス～加速で地

方創生・日本再生」」について 

                                                                              

  



30 
 

③ 次世代育成支援対策プロジェクトチーム 

年 月 日 会  議  名              協    議    内    容 

平成 30． 

７．13 

プロジェクトチー

ム会議 

○提言（案）「次世代を担う「人づくり」に向けた少子

化対策と子どもの貧困対策の抜本強化」について 

11．29 教育の無償化に関

する社会保障常任

委員会・文教環境

常任委員会・次世

代育成支援対策プ

ロジェクトチーム

合同会議 

○教育の無償化について 

 

④ 高齢者認知症対策・介護人材確保プロジェクトチーム  

年 月 日 会  議  名              協    議    内    容 

平成30． 

７．３ 

プロジェクトチー

ム会議 

○講演 

岩佐 まり フリーアナウンサー 

「若年性アルツハイマーの母と生きる」 

○認知症施策・介護人材確保に関する提言案について 

 

⑤ スポーツ・文化・観光プロジェクトチーム  

年 月 日 会  議  名              協    議    内    容 

平成 30． 

４．27 

プロジェクトチー

ム会議(書面開催) 

○文化資源を活用した観光振興についての提言につい

て 

７．10 プロジェクトチー

ム会議 

○スポーツ・文化・観光振興施策についての提言（案）

について 

 

⑥ 地方発の行政改革プロジェクトチーム 

年 月 日 会  議  名              協    議    内    容 

平成 30． 

10．24 

プロジェクトチー

ム会議 

○講演 

 髙橋 滋  法政大学法学部教授 

「行政手続コスト削減に向けて－行革の新機軸のご紹

介－」  

○ＰＴの活動概要（案）について 

○今後のＰＴ開催スケジュール等について 

平成 31． 

２．６ 

プロジェクトチー

ム会議 

○先進政策バンク優秀政策の事例発表・意見交換 

○「未来志向の行政改革事例」募集結果について 

○今後の進め方（案）について 
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⑦ 新たな外国人材の受入れプロジェクトチーム 

年 月 日 会  議  名              協    議    内    容 

平成30． 

８．28 

プロジェクトチー

ム会議 

○外国人材の受入れ・共生に向けた提言（案）について 

 

  ⑧ 国産木材活用プロジェクトチーム 

年 月 日 会  議  名              協    議    内    容 

平成 30． 

10．11 

プロジェクトチー

ム会議 

○ＰＴの活動方針（案）について 

○国産木材活用に関する取組について 

○国産木材活用の更なる拡大に向けた緊急提言（案）に

ついて 

 

地方創生対策本部 

年 月 日 会  議  名             協    議   内    容    

平成 30． 

７．５ 

本部会合 ○地方創生の第２ラウンドへの提言（案）について 

７．17 本部会合 ○地方創生の第２ラウンドへの提言（案）について 

 

 

持続可能な社会保障制度の構築に向けた会議 

年 月 日 会  議  名             協  議   内    容    

平成30． 

８．22 

第 １ 回 

 

○講演及び質疑応答 

・権丈  善一 慶應義塾大学商学部教授 

「健康立国、人生 100 年、そして高齢者の定義再検討

時代における社会保障のあり方」 

・松田  晋哉 産業医科大学医学部教授 

「データに基づく医療介護行政の推進に向けて－経

済・財政一体改革推進会議での議論を踏まえて－」 

９．５ 第 ２ 回 

 

○講演及び質疑応答 

・清家 篤  慶應義塾学事顧問 

日本私立学校振興・共済事業団理事長 

 「豊かな長寿社会を将来世代に」 

・松田 茂樹 中京大学現代社会学部教授 

「少子化対策について－すべての子育て世帯に対す

る支援の充実を－」 
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年 月 日 会  議  名             協  議   内    容    

10．５ 第 ３ 回 

 

○講演及び質疑応答 

・阿部 正浩 中央大学経済学部教授 

 「持続可能な社会保障と労働政策」 

・阿部 彩  首都大学東京人文社会学部教授 

 「貧困の子どもの実態と対策」 

10．11 第 ４ 回 

 

○講演及び質疑応答 

・今中 雄一 京都大学大学院医学研究科 医療経済

学分野教授 

 「健康・医療・介護の質・経済－地域システムの可視

化から向上・再構築へ－」 

・増田 寛也 東京大学公共政策大学院客員教授  

  「社会保障分野における地方の役割と責任について」 

平成31. 

１．10 

第 ５ 回 

 

○講演及び質疑応答 

・土居 丈朗 慶應義塾大学経済学部教授 

 「2025 年に向けた医療介護の改革」 

・真野 俊樹 中央大学大学院戦略経営研究科教授 

多摩大学大学院特任教授  

 「持続可能な社会保障制度の構築に向け」 

２．６ 第 ６ 回 

 

○講演及び質疑応答 

・堀田 聰子 慶應義塾大学大学院健康マネジメント

研究科教授 

 「未来の地域とケアをめぐる対話とそれに基づく協

働・イノベーション：オランダのチャレンジを手が

かりに豊かな長寿社会を将来世代に」 

・渡辺 俊介 日本健康会議事務局長 

 「日本健康会議が目指すもの～健康なまち・職場づく

り宣言 2020～」 

３．14 第 ７ 回 

 

○「健康立国」の実現に向けて(とりまとめ案)について 

○各 WT の取組状況発表 

・栃木県（データ解析の活用事例 WT） 

・静岡県（インセンティブを活用した健康づくりの取

組 WT） 

・高知県（在宅医療・介護連携の推進 WT） 

・山口県（結婚の希望を叶えるための取組 WT） 

○有識者からのコメント、意見交換 
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３．研究会の開催状況 

① 全国知事会・地域医療研究会 

年 月 日 会  議  名             協    議   内    容    

平成30． 

５．28 

第 ９ 回 

 

○地域医療構想について 

○医師確保対策について 

 

② 米軍基地負担に関する研究会  

年 月 日 会  議  名             協    議   内    容    

平成30． 

６．６ 

第 ６ 回 

 

○他国の地位協定調査結果について 

 

 

４．地方六団体（地方自治確立対策協議会）の主な活動状況 

年 月 日 事     項 内              容 

平成30． 

４．23 

 

総務大臣・地方六

団体会合 
○当面の重要課題について 

 

４．27 合区の早期解消促

進大会 

○合区解消に関する発言 

○大会アピール 

５．17 地方創生担当大臣

と地方六団体の意

見交換会 

○「まち・ひと・しごと創生基本方針２０１８」の策定

について 

○「わくわく地方生活実現会議」報告書骨子案について 

○地方大学・産業創生法案、地域再生法改正法案及び第

八次地方分権一括法案について 

５．29 地方六団体代表者

会議 
○「国と地方の協議の場（平成３０年度第１回）」につ

いて 

５．29 国と地方の協議の

場（第１回） 
○「骨太の方針」の策定等について 

 

８．28 

 

自由民主党総務部

会関係合同会議 
○平成３１年度予算要求等について 

○地方六団体「主要要望項目」提出 

10．15 地方六団体代表者

会議 
○「国と地方の協議の場（平成３０年度第２回）」につ

いて 

10．15 国と地方の協議の

場（第２回） 
○地方創生及び地方分権改革の推進について 

11．９ 自由民主党予算・

税制等に関する政

策懇談会 

○平成３１年度予算・税制等について 

○地方創生及び地方分権改革の推進等について 
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年 月 日 事     項 内              容 

11. 14 公明党総務部会 ○平成３１年度予算・税制等について 

11．28 

 

地方創生担当大臣

と地方六団体の意

見交換会 

○まち・ひと・しごと創生総合戦略の改訂について 

○平成３１年度概算要求及び税制改正要望について 

12．13 自由民主党総務部

会・消防議員連盟

関係合同会議 

○平成３１年度予算・地方財政対策等について 

○地方六団体「平成３１年度予算・地方財政対策等につい

て」提出 

12．17 

 

総務大臣・地方六

団体会合 
○平成３１年度地財対策等について 

 

12．17 地方六団体代表者

会議 
○「国と地方の協議の場（平成３０年度第３回）」につ

いて 

12．17 国と地方の協議の

場（第３回） 
○平成３１年度予算編成及び地方財政対策について 

12．21 

 

地方六団体共同声

明 
○「平成３１年度地方財政対策等についての共同声明」

発表 

 

５．東日本大震災復興協力本部会議等の開催状況                                     

年 月 日 会 議 名             協    議   内    容 

平成30． 

６．29 

第１２回幹事会 

（書面開催） 

○東日本大震災からの復興を早期に成し遂げるための

提言（案）について 

９．13 

 

意見交換会 

 

○岩手県、宮城県及び福島県と人的支援等について意見

交換（事務レベル） 

 

６．オリンピック・パラリンピック推進本部の開催状況 

年 月 日 会 議 名       内              容 

平成30． 

５．22 

第３回聖火リレー

準備会議 

○オリンピック聖火リレーについて 等 

６．28 第１２回連絡調整

会議 

○スポーツ合宿マッチングサイトの改修について 等 

平成31． 

２．26 

第１３回連絡調整

会議 

○ホストタウンの推進について 等 
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７．全国知事会要望等一覧 

年 月 日 件     名     等 

平成30． 

５．11 

全国知事会は、災害救助法の一部を改正する法律案が閣議決定されたこ

とを受け、声明「災害救助法の一部を改正する法律案の閣議決定に対する

声明」を発表。 

５．16 河野スポーツ・文化・観光プロジェクトチームリーダー（宮崎県知事）

は、簗国土交通大臣政務官、新妻文部科学大臣政務官、田村観光庁長官及

び山﨑文化庁文化財部長に対し、「文化資源を活用した観光振興について

の提言」について要請活動を実施。 

５．18 尾﨑次世代育成支援対策プロジェクトチームリーダー（高知県知事）は、

加藤厚生労働大臣に対し、「少子化対策及び子どもの貧困対策の抜本強化

に向けた緊急提言」について要請活動を実施。 

５．30 飯泉総合戦略・政権評価特別委員会委員長（徳島県知事）はじめ地方六

団体は、自由民主党、公明党、立憲民主党及び国民民主党に対し、「合区

の早期解消促進大会－大会アピール－」について要請活動を実施。 

６．４ 上田全国知事会会長（埼玉県知事）及び飯泉総合戦略・政権評価特別委

員会委員長（徳島県知事）は、「公職選挙法改正に関する自由民主党案」

を自由民主党が提起したことを受け、声明「公職選挙法改正に関する自由

民主党案について」を発表。 

６．８ 全国知事会は、災害救助法の一部を改正する法律が成立したことを受

け、声明「災害救助法の一部を改正する法律の成立に関する声明」を発表。 

６．13 尾﨑次世代育成支援対策プロジェクトチームリーダー（高知県知事）は、

松山内閣府特命担当大臣（少子化対策）に対し、「少子化対策及び子ども

の貧困対策の抜本強化に向けた緊急提言」について要請活動を実施。 

６．15 上田全国知事会会長（埼玉県知事）、石井地方税財政常任委員会委員長

（富山県知事）及び古田地方創生対策本部本部長（岐阜県知事）は、｢経済

財政運営と改革の基本方針２０１８｣及び｢まち・ひと・しごと創生基本方

針２０１８｣が閣議決定されたことを受け、声明「『経済財政運営と改革の

基本方針２０１８』及び『まち・ひと・しごと創生基本方針２０１８』に

ついて」を発表。 

６．18 上田全国知事会会長（埼玉県知事）は、６月１８日に発生した大阪府北

部を震源とする地震に関し、「大阪府北部を震源とする地震に関する全国

知事会会長コメント」を発表。 
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年 月 日 件     名     等 

６．19 上田全国知事会会長（埼玉県知事）は、「地域の自主性及び自立性を高

めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律(第八次

一括法)」の成立を受け、全国市長会、全国町村会と取りまとめた声明「第

八次一括法の成立について」を発表。 

７．４ 尾﨑次世代育成支援対策プロジェクトチームリーダー（高知県知事）は、

加藤厚生労働大臣に対し、「児童虐待防止対策のさらなる強化に関する緊

急提言」について要請活動を実施。 

７．８ 上田全国知事会会長（埼玉県知事）は、台風７号及び梅雨前線による豪

雨災害に関し、声明「台風７号及び梅雨前線による豪雨災害に関する声明」

を発表。 

７．９ 上田全国知事会会長（埼玉県知事）及び大阪府副知事は、あかま内閣府

副大臣に対し、「大阪府北部を震源とする地震を踏まえた緊急要望」につ

いて要請活動を実施。 

７．18 鈴木危機管理・防災特別委員会委員長（三重県知事）、岡山県東京事務

所長、広島県東京事務所長及び愛媛県東京事務所長は、菅内閣官房長官及

び小此木内閣府特命担当大臣（防災）に対し、「平成３０年７月豪雨を踏

まえた緊急要望」について要請活動を実施。 

７．18 上田全国知事会会長（埼玉県知事）及び飯泉総合戦略・政権評価特別委

員会委員長（徳島県知事）は、改正公職選挙法が成立したことを受け、声

明「改正公職選挙法の成立について」を発表。 

７．25 上田全国知事会会長（埼玉県知事）及び石井地方税財政常任委員会委員

長（富山県知事）は、林自由民主党幹事長代理及び金田自由民主党幹事長

代理に対し、「地方税財源の確保・充実等に関する提言」及び「平成３０

年７月豪雨を踏まえた緊急要望」について要請活動を実施。 

８．３ 川勝東日本大震災復興協力本部本部長（静岡県知事）は、加藤復興庁事

務次官に対し、「東日本大震災からの復興を早期に成し遂げるための提言」

について要請活動を実施。 

８．３ 鈴木危機管理・防災特別委員会委員長（三重県知事）は、小此木内閣府

特命担当大臣（防災）及び小倉総務大臣政務官に対し、「平成３１年度国

の施策並びに予算に関する提案・要望」（災害対策・国民保護関係）、「国

難レベルの巨大災害に負けない国づくりをめざす緊急提言」及び「巨大地

震に備えた医療救護体制の抜本強化に関する緊急提言」について要請活動

を実施。 
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年 月 日 件     名     等 

８．３ 尾﨑社会保障常任委員会委員長（高知県知事）は、横倉（公社）日本医

師会長、和泉首相補佐官及び田和内閣府政策統括官（共生社会政策担当）

に対し、「健康立国宣言」及び「『健康立国』実現に向けたアクションプ

ラン」等について要請活動を実施。 

８．７ 広瀬国土交通常任委員会委員長（大分県知事）は、小此木国土強靱化担

当・内閣府特命担当大臣（防災）、菊地国土交通省技監、塚原国土交通省

水管理・国土保全局長、太田財務省主計局長、二階自由民主党幹事長及び

林自由民主党幹事長代理に対し、「平成３０年７月豪雨を踏まえた抜本的

な治水対策等の推進緊急提言」、「地方創生回廊の早期実現及び地域公共

交通網の充実特別決議」及び「平成３１年度国の施策並び予算に関する提

案・要望」（国土交通関係）について要請活動を実施。 

８．８ 佐竹文教環境常任委員会委員長（秋田県知事）は、義本文部科学省高等

教育局長に対し、「平成３１年度国の施策並びに予算に関する提案・要望」

（文教関係）について要請活動を実施。 

８．８ 香川県副知事は、中井環境省総合環境政策統括官及び松山資源エネルギ

ー庁省エネルギー・新エネルギー部長に対し、「平成３１年度国の施策並

びに予算に関する提案・要望」（エネルギー関係）について要請活動を実

施。 

８．８ 飯泉情報化推進プロジェクトチームリーダー（徳島県知事）は、北崎総

務省自治行政局長及び向井内閣官房内閣審議官兼番号制度推進室長に対

し、「平成３１年度国の施策並び予算に関する提案・要望」（地域情報化

関係）について要請活動を実施。 

８．８ 吉村男女共同参画プロジェクトチームリーダー（山形県知事）は、大沼

厚生労働大臣政務官に対し、「女性の活躍～ウーマノミクス～加速で地方

創生・日本再生～男女の格差をなくし、仕事と家事・育児・介護を共に担

う幸せな社会を～」について要請活動を実施。 

８．９ 吉村男女共同参画プロジェクトチームリーダー（山形県知事）は、田中

内閣府副大臣（少子化対策）に対し、「女性の活躍～ウーマノミクス～加

速で地方創生・日本再生～男女の格差をなくし、仕事と家事・育児・介護

を共に担う幸せな社会を～」について要請活動を実施。 

８．10 鈴木農林商工常任委員会メンバー（三重県知事）は、平木経済産業大臣

政務官及び安藤中小企業庁長官に対し、「中小企業の事業承継支援に係る

緊急宣言」、「地域経済の好循環の拡大に向けた提言」及び「平成３１年

度国の施策並びに予算に関する提案・要望」（商工関係）について要請活

動を実施。 
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年 月 日 件     名     等 

８．10 村岡次世代育成支援対策プロジェクトチームリーダー（山口県知事）は、

林文部科学大臣及び幸田内閣府審議官に対し、「次世代を担う『人づくり』

に向けた少子化対策と子どもの貧困対策の抜本強化」について要請活動を

実施。 

８．14 尾﨑社会保障常任委員会委員長（高知県知事）は、加藤厚生労働大臣に

対し、「健康立国宣言」、「『健康立国』実現に向けたアクションプラン」、

「持続可能な社会保障制度の構築に向けた特別決議」及び「巨大地震に備

えた医療救護体制の抜本強化に関する緊急提言」等について要請活動を実

施。 

８．14 上田全国知事会会長（埼玉県知事）等は、堀井外務大臣政務官及び山

本防衛副大臣に対し、｢米軍基地負担に関する提言｣について要請活動

を実施。また、在日米国大使館ヤング首席公使に対し、提言内容の説

明・意見交換を実施。 

８．20 大澤高齢者認知症対策・介護人材確保プロジェクトチームリーダー（群

馬県知事）は、田畑厚生労働大臣政務官に対し、「認知症施策の抜本強化

に向けた提言」及び「介護人材確保対策の抜本強化に向けた提言」につい

て要請活動を実施。 

８．21 河野スポーツ・文化・観光プロジェクトチームリーダー（宮崎県知事）

は、森国土交通事務次官、和田観光庁次長、小松文部科学審議官、今里ス

ポーツ庁次長、藤原文化庁文化部長、諸戸東京オリンピック競技大会・東

京パラリンピック競技大会推進本部事務局企画・推進統括官及び布村（公

財）東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会副事務総長に

対し、「スポーツ・文化・観光振興施策についての提言」について要請活

動を実施。 

８．21 北海道副知事は、齋藤農林水産大臣に対し、「地域経済の好循環の拡大

に向けた提言」及び「平成３１年度国の施策並び予算に関する提案・要望」

（農林水産関係）について要請活動を実施。 

８．22 飯泉総合戦略・政権評価特別委員会委員長（徳島県知事）は、国民民主

党に対し、「国民民主党代表選挙立候補者に対する提言」について要請活

動を実施。 

８．24 本会は、厚生労働省に対し、「次世代を担う『人づくり』に向けた少子

化対策と子どもの貧困対策の抜本強化」を提出。 

８．27 福井県副知事は、山本内閣府政策統括官（原子力防災担当）、保坂資源

エネルギー庁次長及び荻野原子力規制庁次長に対し、「原子力発電所の安

全対策及び防災対策に対する提言」について要請活動を実施。 
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年 月 日 件     名     等 

８．27 尾﨑社会保障常任委員会委員長（高知県知事）は、中西(一社)日本経済

団体連合会長に対し、｢健康立国宣言｣及び｢『健康立国』実現に向けたア

クションプラン｣を説明。 

８．29 大村新たな外国人材の受入れプロジェクトチームリーダー（愛知県知

事）は、杉田内閣官房副長官及び上川法務大臣に対し、「外国人材の受入

れ・共生に向けた提言」について要請活動を実施。 

８．31 本会は、内閣府、総務省、外務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業

省及び国土交通省に対し、「地域経済の好循環の拡大に向けた提言」、「中

小企業の事業承継支援に係る緊急宣言」、「成年年齢引下げに対応する若

年者への消費者教育の推進に向けた緊急提言」及び「平成３１年度国の施

策並びに予算に関する提案・要望」（農林水産・商工労働・消費生活関係）

を提出。 

９．１ 飯泉徳島県知事は、福井内閣府特命担当大臣に対し、「成年年齢引き下

げに対応する若年者への消費者教育の推進に向けた緊急提言」について要

請活動を実施。 

９．５ 石井地方税財政常任委員会委員長（富山県知事）は、宮沢自由民主党税

制調査会会長に対し、「地方税財源の確保・充実等に関する提言」につい

て要請活動を実施。 

９．６ 上田全国知事会会長（埼玉県知事）は、９月６日に発生した北海道胆振

地方中東部を震源とする地震に関し、「北海道胆振地方中東部を震源とす

る地震に関する全国知事会会長コメント」を発表。 

９．７ 飯泉総合戦略・政権評価特別委員会委員長（徳島県知事）は、自由民主

党の甘利衆議院議員（安倍衆議院議員の代理）及び石破衆議院議員に対し、

「自由民主党総裁選挙立候補者に対する提言」について要請活動を実施。 

９．10 古田地方創生対策本部本部長（岐阜県知事）は、梶山地方創生担当大臣

に対し、「地方創生第２ラウンドへの提言」について要請活動を実施。 

９．18 上田全国知事会会長（埼玉県知事）及び飯泉総合戦略・政権評価特別委

員会委員長（徳島県知事）は、「自由民主党総裁選挙立候補者に対する提

言」への回答についてコメントを発表するとともに、飯泉総合戦略・政権

評価特別委員会委員長（徳島県知事）が記者会見を実施。 

９．20 上田全国知事会会長（埼玉県知事）は、安倍自由民主党総裁が再任され

たことを受け、「安倍自由民主党総裁再任に係る上田全国知事会会長コメ

ント」を発表。 
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年 月 日 件     名     等 

９．26 古田地方創生対策本部本部長（岐阜県知事）は、河村自由民主党地方創

生実行統合本部長に対し、「地方創生第２ラウンドへの提言」について要

請活動を実施。 

９．27 石井地方税財政常任委員会委員長（富山県知事）は、野田自由民主党税

制調査会最高顧問に対し、「地方税財源の確保・充実等に関する提言」に

ついて要請活動を実施。 

10．11 石井地方税財政常任委員会委員長（富山県知事）は、石田総務大臣及び

塩崎自由民主党税制調査会副会長に対し、「地方税財源の確保・充実等に

関する提言」について要請活動を実施。 

10．13 平井地方分権推進特別委員会委員長（鳥取県知事）は、片山内閣府特命

担当大臣（地方創生、規制改革、男女共同参画）及び舞立内閣府大臣政務

官に対し、「地方分権改革の推進について」について要請活動を実施。 

10．15 尾﨑社会保障常任委員会委員長（高知県知事）は、根本厚生労働大臣に

対し、｢健康立国宣言｣及び｢『健康立国』実現に向けたアクションプラン｣

について、要請活動を実施。 

10．18 飯泉徳島県知事は、宮腰内閣府特命担当大臣に対し、「成年年齢引き下

げに対応する若年者への消費者教育の推進に向けた緊急提言」について要

請活動を実施。 

10．22 飯泉総合戦略・政権評価特別委員会委員長（徳島県知事）は、柳本参議

院憲法調査会会長及び下村自由民主党憲法改正推進本部長に対し、「参議

院選挙における合区の解消に関する決議」について要請活動するととも

に、「地方自治の充実による目指すべき地方（国家）像」について説明・

意見交換を実施。 

11．２ 飯泉総合戦略・政権評価特別委員会委員長（徳島県知事）は、伊達参議

院議長、大島衆議院議長及び森衆議院憲法審査会会長に対し、「参議院選

挙における合区の解消に関する決議」について要請活動するとともに、「地

方自治の充実による目指すべき地方（国家）像」について説明・意見交換

を実施。 

11．８ 小池国産木材活用プロジェクトチームリーダー（東京都知事）は、石井

国土交通大臣及び 川農林水産大臣に対し、「国産木材活用の更なる拡大

に向けた緊急提言」について要請活動を実施。 

11．12 本会は、義本文部科学省高等教育局長に対し、「高等教育段階における

教育費負担軽減制度の実施に向けた緊急提言」について要請活動を実施。 
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11．13 

～14 

広瀬国土交通常任委員会委員長（大分県知事）は、石井国土交通大臣、

山本国土強靱化担当・内閣府特命担当大臣（防災）、森国土交通事務次官、

菊地国土交通省技監、太田財務省主計局長及び荻生田自由民主党幹事長代

行に対し、「国土強靱化の加速と地方創生回廊の早期実現について」につ

いて要請活動を実施。 

11．15 村岡次世代育成支援対策プロジェクトチームリーダー（山口県知事）は、

左藤内閣府副大臣（少子化対策）に対し、「少子化対策及び子どもの貧困

対策の抜本強化に向けた緊急提言」について要請活動を実施。 

11．16 

19 

尾﨑社会保障常任委員会委員長（高知県知事）は、宇都宮厚生労働省健

康局長、大島厚生労働省老健局長、岸田自由民主党政務調査会長及び石田

公明党政務調査会長に対し、「健康立国宣言」、「『健康立国』の実現に

向けた提言（中間とりまとめ）」、「『健康立国』の実現に向けた提言（中

間とりまとめ）の概要」等について要請活動を実施。 

11．19 鈴木危機管理・防災特別委員会委員長（三重県知事）は、山本内閣府特

命担当大臣（防災）に対し、「被災者生活再建支援制度の充実と安定を図

るための提言」について要請活動を実施。 

11．22 本会は、厚生労働省に対し、「少子化対策及び子どもの貧困対策の抜本

強化に向けた緊急提言」を提出。 

12．14 上田全国知事会会長（埼玉県知事）及び石井地方税財政常任委員会委員

長（富山県知事）は、自由民主党・公明党が「平成３１年度税制改正大綱」

を決定したことを受け、声明「『平成３１年度与党税制改正大綱』につい

て」を発表。 

12．25 上田全国知事会会長（埼玉県知事）は、「平成３０年の地方からの提案

等に関する対応方針」が閣議決定されたことを受け、全国市長会、全国町

村会と取りまとめた声明「『平成３０年の地方からの提案等に関する対応

方針』の閣議決定を受けて」を発表。 

 


